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Ⅰ　価格政策の目的と基準
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公企業の価格政策と価格設定基準本
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公企業の(r!li格政策は， 価格管fl巨の今般的方式と

仙格設定の詰基準に問す一る問題のーン）fこ）.：¥jfjされ

マ
Q

！予Ith土、 企業 J ベルでみれば利益政策ない L剰

余金政策と Lて、 {11:i格設定の主H際をどこにむく

かという問題になる。 4 定の fj襟利益率の’支現か，

m利益の拡大iJυ 公共和；門内部における版売の促

］生、 ずーケノト・よエ「ーのJ京大か、 あゐい；：上手ム

1YJ 企業の正1;f1i日格・ 11¥t；利潤に主！する抑止か，など、

Jかの fl標が Isえられる。

t t:, 1ig民経済の観点たし、し経済政策の担当者

からみれば， 公企業持資に対十る 定の粗利益率

の引J：げによ｝て、 好投資可能な剰余金を投資財
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源として確保するとし、う政策的配慮が重要とな

る。

これに対 L, 後者4の価格設定基準に関すら問題

；土ラ価格設定の際に企業が準拠すべき基準であ ！） , 

会北原氏iJに関する茶準ど密俵な関係をも－ J。

このノト論は， 資源配分の決定に重要な影響力を

もサ公企業の価格政策に J 川、ご、 国民経済の観点

と企業レベルでの実陳を検Nする。

：存 l節l士，支ず， 過去~·i車の 5 カ年計画書を通

じて公企業の利益概念がどのように変化してきた

か‘ iた， そのために制度！こどのような措置がと

られたかを概観する。

事 2自1iは， di喝の型を（1）独占型，（2）寡占／＼t(3) 

名ii的競争型にわけ， それぞれの型に対応する企

主でのfilli格設定の実際を費用構造との関連で具体

的ト：号察 fる。

NHをに、 以上の分析によサーて導かれる問題点を

繋開し公企業政策の転換の必要性を強調するc

I {1民栴政策の「l的と基準

l. 概念上の問題

公企業の利益あるし、it剰余金は， 公共投資の財

源として重要な役割を果たさなければならなし、と

み て（＇） 店計士；士， A出子iI { ＞ドの公企業 ij（外[Jt！の企業第白集， 「ジア経済研究所，日夜和43年）の第2主主；「公企業

,n{1凶格政；ffl；こあて ／：， ＇筆ん叶 1な lfて会i'J＇汚ftが， この磁の分野における理論と実誌のl11 I用地帯におし、ご

っ γ クト・ 7γfLデノンツ、：fad-ii山 ling！の意味合ι／）と必われるので．広く，（｛者ーの批判をうける意味で，

編集？？の了解を得亡ここに既発友C')fc,I名J会文をflf録したものであるの
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投資の生産力fヒが遅れてし、たど

利益を生む段階になか ＇） たとと

しか Lながら価終政策に〆）＇，、ては

歳？と令稀に集中 L

いう字i吉もあり

1%9年の全インド［え民会議；策委t!'lいう考え方ft、

会の巾」 ＇j i・セミナー（＜ Jotyメeminaめではじ h～

I，＇ド実である。て政~·.rの公式見解ど L て表明された f 寸 1 'o 

っきり L允芳え）Jが形成され日、なか.，たこと LKwはこのセミ十ーに提経済学育 V.I(白 H.V

？＇？定できな L、。1九＇a只es anJ “PriピC缶、 Inどのll1C',If¥ L fこJ 二一

公企業のμ標立：：i次 5l} ij三，;I両期にi土じめ守ご， ドσ｝イLPrοfits in a行ocialistSociety”の中で、

利益率を‘剰余金比率として示すことにな J ，たれはや、 noprofit no luss という ii＇典公企業l士、

。利：係ないし剰余金を生みfニ的な価格政策を捨て，

tl標とする公共投資財源に対し‘この比率は，十上ろな積極的な政策をとるべきこどを提案L

鉄道全合む公企業の剰余金の主1］合とし亡示されl玉l民会議i11~委 tl会の決議とし三の1考え ｝j／土、十，

減価償却積、主金への繰三こでし、う剰余金は、t・ 
•『 o出：q火忌力if;Hが. ' 

....-- ' ' ず

土汁｝」、ご採~さ j I ‘ 

入分をこれに加えたtit貯蓄（ιro日泊ving）である。用~ Jれることにな J 川三。

このとて十ーに先 IピJ Jて‘すでに、 耳l,1 

はじめて総使用資本に対する机

干I］長率と L C 1 l～ 12%のH襟干lj主主主容を掲げ亡いる

fロスの概念としての剰余金比率に対し，

！＇.•；腎定計両古（t,

正」L

J何の税制古川育委員会JT，はationln'luir・,, ( 'ommission) 

ι、公企業の no1〕rofitno-los，.；の Y;え ）j(J‘イ二

ドでは告に入れられないといろ公式の見解合示L

l'J5,1年，

''I,;' 。

剰余余比率、かん粗利益率へ左公企業のパブォー公企業の利益たい L剰余会ニオl（土，
テープ →ど り

l. 

政府のγ ンスをj'Ji{1Jliする尺度が変化したこどは、が同家の財i原として d主要な役割を担うべきであと》

伝lit守政策に:l5＇、て依念上の変化が行な bれたことはたしご公企主主体tこ与iと L 、 ·)j日 1T~ii ことどまり，

公企業が1:rn家の財源にどの程度寄与すを物語る。t, tごろであ7,l 日際手IJitt率を設定寸べきか，し，

企業の投資額iこ対する利益率どレう尺度る7）、t／：、tよどiニ， ）し、一ご；士三、一》t:こくとの恨i処ii:なにか唱l工、

で測定されることを意味している。i主主然とした認 ~llt ( kあ ・Jたとしてλ，,fl,てL、t;，，、。

この剰余金なり利益はどのようた忌そjLでは，士の必要性を説明する｜艮；加工不J 
守），

この，＞；.（；こ.－）し、準lこよ 2て設定するのであろうか。%2次 5-/1年五十fl肩書に J パ、てこσ）こと［士、、t-
白」－ o

て公式には問機な政策は示されていないといって。もいえる

＿／）の有力なニ1Jえ方は，Hil述のラオ教授によ1 1 丸、＇ 0 稿料IJ~（（J h L、う主でもなく、第コ 1Jく＂十画期間；士、

) （：示される「計一両的に設定される利益J(planned 

l'rofits）という概念であ九う （I'、7）。

~- i骨ti!.公企業革入政策が開始された時期である。

社会主義諸国から計両に参加した

公企業の（出it各政策に隠れ成極的h手I]

案の段階では『

経i斉学青えヘ づ主の ~I同をも－，－亡価格が計出i当局によ三;J1.｛士、

-, C管理さ jしてL、る状況のもどで企業の生む利益

校

益中J仁、の政策をとることを助－；－~－ーしていた｛、I 1 ) 

1tt1J1J,iW的意味における正常価絡と間持続等を
噌，

P
T
ι
h
 

llY 
政府It. ，｝十両告に述人るとおり，力、 Lti:カ；「ハ

合む市場価格との差としてとらえられる。資財源の A 剖；として公企業の利益を期待するどけ

古ijffはJtjの生産に必要な主要費用に設

さらに保i・機械等の維持・更新に必要な準備金，

〆〉士り，目標手I]fut率を定めるセでにはヨャーらなか／げと。

公企業投資の大部分か鉄鋼業と機械金

v ’て,. 
一、

三の叩f寺、
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lこなる。政府の非投＇rヲ i ，~－臣／Jの維持に必要t;_ f長＼＇T.1そう？を力IIx 
7二七のである
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日古；:t' 同表にみられるように，支出が 11,3億

cl,ピーj普加したのに対して， 剰余金は 7信部∞万

／［.ピー減となった。したが.－，て，その比率は5.3%

にとどまる。これノに対し， 第4次計圃草案による

と，剰余金の比率を 8.4%と設定している。

そこで， この剰余金の目標額と投下資本の利主主

ボとの関係を調べてみようコ

:x~ :i ，；：計画期間で実現した 17億5000万Jレピーの

剰余判t，第2次計画の終期1960/fi]{fまでに投下

主） Lた累積投資額と第：ti欠計rr!i［の初年度 1961/62

年度の工業部門投資額によ 4 てと色みだされたもの

と仮定する。

これは，第2次計両で議点投資の対象となった

鉄鋼，機械，化学肥料等の公企業が第3次計両期

,I) q，央がら稼動し始め， 利益を，;i-上してきたこと

小心入、二一応妥当な{J.i'1ζとちえてよいであろう。

つ主 iJ、投資の生産力化に必・W！仁il!jr,¥J上のずれを

＼～［） '-Iとみている (11'S ・o 

第3次計画期間の‘肌利益率は年率 1.8%となり，

第4次計画期間では同様の仮定に法ノ5くと 2.6%

となる。

二♂〕数値は鉄道を含む広，；·~（／）公：イト？とを対象とし

コ；り、 これを中央政府所背山会tl形態企業に限

定してみる左剰余金のI吋存l士、 令{t,c'J749，もが減価

：／＼去fl~漏金を占め，留保利保rt;J ）「／， •2/i＇；｛，にすぎ

ないことがわかる〔第2表参mo"
JI・随l書が示す剰余金は， このように減価償却費

を合む粗利益として計算されているから， 厳？序iな

:'('fjまでの投下資本に対寸『乙利益ぷーを併すことには

「） !,: ＇・、

そこ？，会計検査院決算＃！｛1；－，~ (7) ff，科を用いて

帆利益率の計算を行な＇ Iてみるハ

決算報告書の方式にしたが／〉て各企業の財務内

容をみると，主ず， 資本構造につし、てし、くつかの

ラ。
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問題点を指摘する必要がある。

(1）利子率の開差企業ごとに長期借入資金の

利子が異なったり，利子負担が免除される企業も

ふろ｛／τEえiJ，ヒンドゥスゲン鉄鋼会れは， 1%2年2

Jj:H II tで，総額35億7000万ノレヒさーの士、f政府｛1＼＇入金に対

すむ利子支払ヤが免除された）。また， 2～以内二の間利

子支払いが繰り延べられる場合もあるの

(2) 両日明金の凍結配当金の支払いは多くの場

合なされず， そのまま準備金にくみ入れられる。

1965/66年度の18会社についてみると，総払込資本

部に対する配当塁手は6.9%となるが，未配当の会社

を江氏＇｛；－，n,m桂の平均配当率は 0.27'Y.，ときわめて

f氏L、〔；，.9）。

(3) 上地建物等の無償供与・ 中央政月：I'＇主たは州

政府は工場建設に必要な土地・建物等， また，電

力・原材料など生産要素を無償または名目的な価

格で譲渡する場合が多u、。 これらの特別措置を受

ける会社は，剰余金の計上は過大に評価される結

果となることはあきらかであ石。そして， おおむ

ね資本コストが過少評価される傾向がでてくるの

はぢ7！~である。

中央政府企業の資本構成も主た一定でない

（佐10)
0 
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株式jねる資本と借入余の比率は，原則的には 1

対 1の割合を維持することが望ましいという方針

が計画当局から示されている。

たとえば‘ ヒンドゥスケン鉄鋼会社l士、 1966年

3月末決算の段階では，在、込資本金5三億附00万ル

ビーに対し， 中央政府からの長期｛背入累積鮪4＇.~億

2100万／レピーの資本構成と fよる。

この付札払込資本対借入会比率は、 l＇.恥1／出年

の1対0,67から1965／同年の1対0.82になった（／ti！）わ

以上の緒lXを考慮して， ここでは払込資本ター

ムでなく総使用資本に上る和利益率をみることに

する。ここで中II利益というちl0，国定資rri'rrnit愛，

課税自fi利益に利子を加えたものである。

第：1表は 1964／日年度における中央政府所管の

会社形態企業也社と公共企業体4社の（；，；dAh社に

ついて純利益ネならび仁 H-l利益率を計算Lにもの

である。建投段階13社を除くと，工業分野で現作

稼働中山？企業U社の平均約l手1］税率は3.川イハィ央共企

業体4利 ll＇＇けとなるて 政府会社と公共企業1本4n

n：の平均粗利主主率は：'1.3%となるの

このようにして得られた平均粗利益率は，前述

の計間三番に示された粗利益率 1.8%と比べると比

較的高い水準にあるといえるc

しがしなが.－， I両者を讃密に比較することはむず

かしい。すでに述べたとおり計画審で示される剰

余（出rplus）概令、i士、グロスの貯蓄としてとらえら

れている。これにけして， 59社の純利益率は償却

後，機税利子支払前利益を基織としている。

.,, tfに，参考までに払込資本に対する純利益

伶i］「十税金一司ffl11;i;:）の比率をみると，政府会社

;j三tlの純利益率l.Ii%，公共企業体0.2%とたる0

59社全体の平均は1“4'Y.，を示すの

以上， 相利益率と純利主主率をも円て，公企業の

実誌をみた。 とのあli果，第4次計mu書に示される

I i探粗利益率（.t' 投下資本iこ対する純利益，ある

いは限界利益；釈を向めることによるのではなく，

むしろ，剰余余構成の約70%を占める減価償却費

に上寸て支え九~ I日、ることが理解できる。

財務指標

h-t・三＇： ti（／）放
~T .. 1-

の種類

(J）政府 会社
(2）公共：企業体
(:J）小，ii- (1)+(21 
(i) 連日空中の政府会社
(:,) {¥- i十（3l+(4)

Cl:t-rn折） 弘行Hi:al・"

第 3君主 公企業59干上の利益率（1964／日年度） （単位： 1000ルピー）

使用終資本 沌干lj 主主 キi 利益 icl 1,1 lぃ｝
(11 

一一一一 一、、
42 14 ,'.29!i ,300 228,621 G2l,431 l .(i 
4 2,112,844 5,277 2:1 ,542 0.2 

4“ 16,409,144 23:1,89約 544,97:1 1.4 
J:l 4,:117,270 ()117,55:l ( )55,482 
:,lj 20、726、414 11 fi, :l,fi 189 ,if91 （｝日

第 4表 純利主量挙階層別会社分布(19'14／同年度）

純利益率の階層 会干｜：数 総払込資本額 比率（%）

(1）赤 ・'・ 1,912,770 19.81 
(2) 1 "., 以 5 5,7槌，907 59.97 
(3) 1 ,l 〈・ 2 485,514 5.Q:l !) 

(4) :1 5 
,,. 

5 736,2Jfi 7.62 《》
（日） 5 10 

。《：＇.＇.’ 
10 日54,346 ,l.67 

(r,) ]() 15 11 164,250 1. 70 
(7) 15 。,ii Lス 上 210,220 2.17 

『一一…・・－・宇一一一一？？
F’E 、 46 9,652,22:3 1例）.（）（）

（問所） 民汗tit計ι

（単位： 1000，レピ｝）

使用総資本額

2,705、560
10,164,277 
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このことは，企業のパフォーマンスを減価償却

を含む剰余金の大きさによ〆ιて評価することにな

り，その結果‘企業の経営者は，設慌・機械の耐

用年数や償却率を無視して費用計算を人為的に行

なう危険性のあることを暗示しているClt12)0 

計画主iロ7「が公企業ト－ ) Jレの一般的trn擦利

益率を託量定することは~わめて困難であワ， また

非現実的であることも十分理解できるととであ

る。 L，う i L , ＿＿の反面生産物の費用・価格関係が考

寵されなL、ままに， 企業の剰余金の焼模が，公企

業のパフォーマンスの尺度となると，企業の運営

維持に必要な最少限の企業性の原則がそこなわれ

る恐れがあ；：，0 

3. 利益率開差とその背豆

前項では公企業の利益率の水準とその問題点を

検討し穴へつぎに，純利益E裂が，それぞれ企業ご

とにど山上うに異なろし勺か、 もし開差が大きけれ

ば， その開差を規定する要聞は何かをあきらかに

してみよう。

ここでは，利益率を純刊誌の使用総資本に対す

る比率ど十る。粗利保不には，先に述ぺた上うな

政府の特別措置の思恵を受け， 資本コストが過少

評価される傾向がある。純利益率の指傑は，費用

の競争件を品、く乱する諸安問が排除され，費用一

価格関係や｛11li格政策（ハ；f~/lf,ル包比較的 u:11央主 hるも

のと考えられるの

第4友i士‘ 純利益キーを｛｝階層にわけ、ヂれぞれ

企業数と総払込資本書YU.:ドヲびに使用総資本衡を集

計したものであるじi13）。

この表からあきらかなことは， 純利益率の開芸名

が会任数、資本額と i,にきわめて大引、い、うこ

とである 1

この間差を， 19.'i8/.'i9年な r，びに19n4／日年の両

年度を比較してみよう η

)2 

赤字計上の会社は， 1958/59年度において34社総

払込資本額の22.14%,1964/6.'i年度には46社全体

び）19.81%を占める。

純利益率 1%未満の会社は， 1958/59年度の

27.36%にたいし， 1964/65年度は59.97%に増加し

ている。これは，会企業のうち最大規模をもっヒ

ン下ゥスタン鉄鋼会社が， 19山／侃年度には仁め

て利益を計上したためである。以上の赤字会社と

I ＇｝｛，未満の会社を加えると，］ 964/65年度では約

科O%vこ達する η

このことは，公企業投資の約80%が1%米満の

きわめて低い収益率に留ま q ていることを示して

L、c'.,o

純利益率引各附肝別開差r:-t, 会社数でも。総払

込資本額でも低収益性企業に大きくなり，縮小よ

りもむしろ拡大する傾向にあるの

側々の会社に J ) L、てみると，（1）赤字または、｛氏

収益水準にあるもの，（2）平均的収益水準にあるも

の，そして，（3）比較的高い収益水準にあるものと

_:_ ／－）の型にわけられる。

二のよう仁問主；の動きを 5年間の時間上の流れ

のなかでみると，おそらく，以上の三つの型に該当

する各企業には， それぞれ利益率を規定する一定

川氏通する要閃が内在しているのではなヤか土い

う推測がなりたつ。一定の共通する要因として，

第 1に政府の低価格政策が低利益率を規定してい

みのではなヤか。

第2の要問土 Lて，費用.filli格関係，価格・産

出量関係をめぐる経営能率の低さが， 同じく低利

益率を規定しているのではないか。

三の二つの仮説をたてて， それぞれ三つの明の

汗後に内在する問題点を検討するO

( 11: l ) Congress Planning Suh-Committee, Ooty 

Seminnr (Papers discussed), All India Congress 
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Committee, New Delhi, 1959, pp.171～177. 

（注 2) Ta:ration bHJuiry Co111missiun l<eJ,orl, 

1954, pp. 202～205. 

（注；3) Second Fivι～Year l'lan (Go,・en,ment .,f 

India). 

（注 4) たとえ：J,Osbt LangιM. Kalekiりが

インド統”卜研究所千ハラノピス教抜に進判したベーハ

ーにみられる。

（注 5) Third Five-Ye<1r Pla11. 

Ci主6) Fourth Five幽 Year Plan: A Draft 

Outli11e (I》JanningCornmi行sion),p. 83. 

(ii二7) V. K. R. V. Rao，“Prices, Income, W乱臣刷

、，11dPr・ufitsin " Socialist Sociely，＇’ pp.17'2～17:! 

（注 8) W. B. Redd川 vay, T!1C: Develojn11e11t 11.f 

the Indian止；conomy(London, 1962), pp. 189～l!J6, 

λppenrlix A “JmportancL: of Time-Lagメ for Eco 

nomic Planning”参照。

（注リ j 会社XIJぽ：＂，ヰ tl) Hindustan Inメecticidc、
Ltd. (6.0%), (2) Hindustan Cables LtιI. (5.9%), (:l) 

IL M. "l、（10.01＇：川、（4）月latじ TrndingCorp. of I,,di;i 

Ltd. (Hl.ll<;{,), （ふ） Mazgaon Doc！、 Ltd. (4.2%), （り）

Bharat EleじIroniesLtd. (4.!J%), (7) Garden Reach 

¥Vork:,ho1出 Ltcl.i 1.5%), (K/ Prag；，了。。1討 Ltd.(3.9＇；；け、

(!J) Indian Rare Earths Ltd. (7.0%), (10) National 

J 'rojecLs Cons tr UじtionCorp. Ltd. (5.6%), (11) Ash，》k;i

Hotel Ltd. (!J.5%), (12) Mogul Linc Ltd. (7.5%), 

( 13) Ccr,tral Ro,ul Tcrnsport 仁川p. Ltd. (40.0'J川，

(14) Indian Telephone Industries Ltd. (4.7う勺），

(15) Hindustan Antibiotics Ltd. (10“0%), (16) 

National Instruments Ltd. (2.1%), (17) Natiou;,l 

Newsprint & Paper Mills Ltd. (5.9%), (18) Manga-

nesc （）山（India)Ltd. (7.8＇泊）．

(il:10) 1964/65年度の長期借入金，oU1似は，中央政

){j 同 .6山州政府0.2%喝外国借」f:7.2%，てv）他2.0'¥,

となり，中央政府に依存する度合が圧倒的に大さい

（中央政府1965年決算報伶審〕。

（注11〕 The/1.nnual Report n活5-6(j，’l'hellrn-

dustan Steel Ltd., 7 p目

（注12) V. V. Ramnnadham教凌は， この点を L

例をもって指摘している。またさ底者のインタピュ｝澗

i年でも，減価償却 dつ方むi；についごitまつごく経営1古川

；立志決定にゆだねられており，間家の設備投資l!cfiITT会

：、やすとし、ぅ！Q:.'J.力、ら絞めるこ円が望ま｝い，と B' .' 

也、見が多くみられたυ 企業の鋭点上り， lI~家の lH iJi；。と

いう一号取が先行してレると思われる。

V. V. Ramanadham，“Surpluses of Public Enter-

prjscぉJ’Basic-l'aper read atおeminar on iヘ，hlic

Enterprises, Osmania University, Hyderab≪d, June 

18～19th., 19o6, 11 p. 

C i'..l:13〕 集d十方法は V.V. Ramanadham前帰論文

の示唆にflうJ

II 市場の型と価格設定の苅祭

前節iでは，企業聞における利益率開蓋の背最に

は，市・1おないし産業の型にJ;t;:じてある種の初i絡政

策が作用しているのではないかという推論を試み

J-, 
F』。

企業の利益撃の水準や，企業開の間差はもろも

ろの経済的，非経済的要因によって影響をうける

ことはヨ然である。前節の分析では，それぞれの

企業には意識的にせよ， あるいはある種の慣行の

上うなものにせよ，価格設定の基準とも L、与＼き

ものが存在していると思われる。

そこで本節では，市場なヤし産業の型ごとに．

いくつかの会社を対象に価格設定の実際を検討す

も〉。

いうまでもなく，価格設定の実態をあき （） i?過に

することは， きわめて困難な仕事であり，ここで

利用した資料ないし情報の多くは筆者のインケピ

ュー調査に基づくものである。

一般に公企業の価格設定基準に関する理論上の

文献は多いが， その実際面を究明した調査はきわ

めて少ない（注J.1）。

すでに述べたように，理論と実際の距離は著し

く希離しているのが事実である。実際の価格設定

は，多くが政治上の配慮や政策的必要性によって，

f[li()}lj的にしかも論理的体系性をもたないままに実

施されているといえよう。その結果，価格政策を

ラ3
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通じて資源の合理的配分を，意図したにもかかわら

ず， その方向とは逆にかえって市場機能を想化さ

せるという事態を生みだしかねなν。

本節は以下において，個々の会社では側絡設定

がどのような基準とねらいのもとに行なわれてい

るか， その問題点はなにかをできるだけ具体的に

究明するο

l. 市場の型による分類

公企業の大部分は。その性質上di場におし、て独

占的影響力をもつのが普通である。 したが勺て，

いま，価絡の競争性という観点から公企業の市場

を分類すると，（1）独占型，（2）寡占IW,(3）名臼的競

争型の三つになる。

(1）の独占型は，その企業の生産物が唯一の慌要

者である政府機関によって購入される様F要独占の

性格をもっている。たとえば，パハーラット種子

工学会社（Bharat日出tronicsLtd.）のヱレ 7トロニ

クス製品，インド、電話機製造会社{Indian’felephonc

Industries Ltd.）の電話器設備，ヒン iごウスタン．ケ

一ブyレ製造会社（Hin

ケ一ブ／レ， チトランジャン機関東製造会社（Chit・

taranjan Loα，motive ¥Vorks）の電気機関車，全凶石炭

開発公社（NationalCoal Development Corporatio吋

の挽炭などは政府が唯一の需要者となっているc

(2）の寡占型は，同一産業に少数の独占的公企業

だけがある場合と，少数の独占的私企業とともに

同程度の独占カをもっ少数の公企業が併存する場

合にわけられる。

前者は，少数の公企業相互で不完全競争または

独占的競争が成立している状祝に近いもので， た

とえば，総合車両工場 (IntegralCoach Factory）と

鉄道省車両庁がそうである。

後者の場合は，鉄鋼業や重電気機械産業にみら

れる。私企業のタグ鉄鋼会社 Cl‘；山 Iron＆ おtee!

54 

I.tel.）ならびにインド鉄鋼会社(ln<lianIron & Steel 

Ltd.）の封土に対し，公企業のヒンドウスタン鉄鋼会

？土（ルーIレケラ（Hourkera），ピライ（Bhilai), iごすノレガ

ソ包ール（Durgapur）各製鉄所を経営〉とボカロ鉄鋼会

社（BokaroSteel Ltd.建設中）の巨大会社2社が存

在している。

このような寡占形態のもとでそれぞれの企業が

どのような価格設定の方式を採用するのか， 公企

業の価格指導者としての機能はなにか， という問

題は非常に興味深い。この寡占形態を混合寡占

(Mixed Oligopoly）と称し，今日の低開発諸国に顕

績にみられる新しL、産業形態と考えてよいであろ

う01'15)0

(3）名U的競争裂は， lrijー産業に多数の私企業と

ともに後数の公企業が存在するが，価格は，凶内

ならびに国際的価格との競争性に基づいて政策的

に決定される一種の統制価格に近い性質のもので

ある。

たとえば，インド肥料公社（Fertilizcn,Corporation 

of lndia Ltd.）の窒素肥料，ヒンドゥスタン工作機械

会社（Hindu湖 11 Machine T、oolsLtd.）の各種工作機

械，：嘩電気公社（H出 vyEngineering Cor卯 ration

Ltd.）の重電気機械，ヒンドゥスタン抗生物質製造

会社（HindustanAntibiotics Ltd.）のベニシリン，

ストレプトマイシン等の抗生物質などがその代表

例であろう。

2. 価格設定の実際

以下のケース・スタディでは， まず企業の概況

を鮪単に解説し， つぎに価格設定の方式や基準を

検討する。

(1) 独占型公企業の場合

付）パハーラット電子工学会社（BharatElec・ 

Ironies Lt<l.) 

この会社は， 1954年iこ電子工学関係部品の製造
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{,: fj的；こ設立された政府会社 C＆，るυ

フランス企業（CompagnieGeneral-de-Tel匂raphie

Sans Fil）との聞に1953年 1月1日かん向とう 10年

IHIにおよぶ技術援助契約が成立した。

生産は 1956年 1月1f:Iから開始しているが， ill

（！）計画のIL.9%程度， 1959年末でようべBく21.5%

にすぎなかったく削6）。

生産び）}J!;jもがとくに目だ J J公企業の ・つとし

ζ，下｜施の監査委民会はたびたび，会社経営の：よf

態を究明するなど世上の注目の的となった。電子

工学製川，o）唯一の独占企業として，生産の遅延か

問題となるばかりか， その価格・費用関係が同時

に監査委民会で問題とされたし

製品価格は， ！）1（料総原価と労務賛企中心とす

る主要費用に，一定比率の間接費を加えた総費用

に， 10＇）（，の利益をJ卦けて設定されてU、る（(] 17）。

間接費は工場の設備能力が完全に稼働した場合

に必要とさ；／1る経費として計詐されるυ

このような基準によって設定される価格は， li,J 

種の輸入l守1と比べかなり割高となって」、ることが

指摘された（注1へそのため守この会社の唯一のl必

要者であるはずの政府機関（鉄道省，航空会社，全イ

ンド放送／，ふ警察たど）は，輸入品を購入すると」、

う事態さえ生じた。

高価格の原因は，：~1ij入原料料・部品費と間接経費

にあると 1‘寸】れる。 もっとも輸入する原材料や部

品類は，通常の民間ベースによる輸入関税31.5%

の高率に対し，わずか 2%の特別措i置を受けてい

る。

このように同種の輪入価格に比較して｝；•］高ないi

産品を積極的に保護するため，政府は，政府機関

の物資調達方針として，輸入品と国産品との価格

差が25＇；｛，の限度内にあるか r}J国産品＇！＇.購入すべ

きことを勧告している〔/119〕。

このように｛1lh格の競争力を劣悪にしている嬰困

は， 輸入原材料・部品の相対価格もさることなが

ら， 間接費の部分にあるととを指摘してお三うり

し、主，大蔵省に提出した原価計算書によって，

間接費の比率と， これに基づいて計算された生産

費のj如実を調べてみる（112肘。

生産費は，（1）直接労務費，（2）原料費，（3）その他

の東桜経費，（4）間接費にわけられ，後者はさらに，

(1）工程段階（ShopOverheads), (2）工場段階（Factory

Overheads), (3）原材料段階（MaterialOverheadH），そ

して凶管理段階（AdministrativeOvcrh凶ゐ）に分飼

される。

これら間接費は，工場が 100%の能力生産を行

なうとの仮定のもとで所要される直接労務費に対

する比率として計算される。この比率を 575%と

定め，これに，（1）総生産に対する特許料（技術提携

ニミトu乙対して支払われるべきもの） :3 %と，（2)1ほじく

総生産貨の l＇／.，をノウ・ハウの費用としてそ jtぞ

れ加算する。

とれらを主要費用に力IIえると生産費が示され

鈍 5表ノ〈ノ、ーラット電子工学会社の生産費構成

（単位： 10001レピー）

生産量｛送伝機）台数 了－ I一点、；
いj台 I11台 I60台［ 221台

生摩賛企塑盛一一一＿J___J＿よ一一！
(1) Jポ料松原、イ面：:38.452 24. 90fr22. 373 2( 1. 7'. ;,; 
加 点 接 労 務 費 （ ） 91 1. 7ci6! 1.お，611.7:m 
叫総主要経ー費＜，9.30126. (i(i2,24 .129 22. 489 

（~）間接費 I 4.2781 8.89副8.895[8.895 
（日）特許料＼ 0.1叫 0.:12010，到1)0.942 

(!i) q，位生産費［，n.733[35. 877[34. 015!:i2. :12前
(7) ノ ウ・ハウの対価 I0.4361 o.3561 o.s叩 0.314

制捻茨用 144.叫36.2中吋，l2.6必

（注） (4）間接費は直接労務費の575%として計算。
(71ノウ・ハウの対価は，特許料を除く総費用の 1%

として計算。
UliHr) Sixty-Eighth Report (Second Lok Sahh心

れ｛ Estimates Committ町， 19;i向山（Ikc. iり印），

Annex II (p. 97）より。

ララ
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る。間接主奨費用と費用を5£康塁}jljにみたのが第

5表である。

価格構成山内訳とし C' I)；（料総原｛曲と ii丹波費が

大きな比重をと占め， これらが価格の競争性を左右

するものとちえてよいであんう o

（吋 fン l；屯話機会；l:(lndi 

tri酎 Lt【l.)

この会社は， l!J47年のインド独立後はじめて，中

央政府が設立した公企業として有名であふ＜，，121¥

1948年 7JJ：ニ設立されく以来、 I!J50年 i! J :n 上1ま

で政府が直接経営にあた d》ていたが， ｜吋{f.2JJ1

日から会社法に基づく政府会社形態に改組され，

1953年iこ操業を開始し／こい製品は白書事＇fr戸，l話機を主

に，電信逼話設備の製造を行なっており、政月；！の電

信・電話局（’l'hePosts and’l'elegraplt l允partrnents)

が需要千？と凡 iてU、る典型的な需要独II；企荒であ

る。

価格設定の方式は，部品製造費用と組立：I：ぷ出こ

従事する労働者の費用を加えた主要費用に対し，

2%の販売の危めの間接授をhけ， IO%c/J利益を

加える。 この中には，さらに総費用ブ J リ（｝%に

特許料2%と特許料所得税1%を加味するロ

価格設定の方式は， 古ill述のパハーラット管室子工

学会社と｜：司椋‘ 主要費用；二一定比率小山Hidtを加

え，これに10%の利益を加味する「アノレ・コスト」

をとるく訟n'o

,,J，この公社的費用構成の変化を生産か軌道

に乗った 1954/55年から1959/60年聞についてみる

と矯 6表tこなみv

この会社の価格政策として特記すべきことは，

製品の納入先である電信・電話局への販売価格が

会祉の技術提携先となっている TheAutomatic 

Telephone and Electric Co., Lt<l., Liverpool ( l J. 

h..）の同機種輸入111u格と同じ，または，それ以下

になるように価格設定が行なわれていることであ

る。

二οことは‘ 会社の経営の能子十七生産性， ハブ

:t・・－・，（ンスを輸入f1lli格にリンクして評価する4二と

になり，原価管理もこの費用の上限を目標にして

行江われている。事実，この会社のfu1i絡は，主要貸

出に対する 10＇｝らLつ利益を見込んでt設定され，なお

か＇） l¥i］じ機種の輸入価格と同じ水準にある t注23）。

なお参考までに機械設備の稼働率をみると，工

）：~ふり 13部門で、ド均 112% (1951；～ら7ftうとな）），ぞ

のうら， 8部門が2交替制， 三（H¥fliJが3交持制をと

実施してし、る（出4）。

こうしてみると， この会祉の悩格設定の政策に

は， つぎの特徴が認められるのではないかと忠わ
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電話7,/i(7川Iii格設定

〈／）｜際にもi芯慌の方式が適用されるのではないどん
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ラかo いて大m模設｛砧能）Jを：も ＇） 企業数＋上/J:' はt正i，’i極

(2) 寡11iり,i／公企ifv＞場‘（.－ の生産物を産Ii¥し，かつ近・1以的な費用構造のもと

（ニ） ヒンドウスタン鉄鍋会比 (I!in 

Ltd.) 状態をmしてL、る。

鉄鋼業は， その性質上寡占市場といわれるが， 実際には， プロダクト・ミックス（pro山ct叩 ix)

fンドでは‘ いまた均速って鉄鋼の競争rli*Mf主成立 の握！主，資産の歴史的価値や費用構造の格差等が

したことが午かったQ 会社聞に存在している。

民間経営のタタ鉄鋼会社（1907年設立）とインド． インドの鉄鋼業は歴史の古い私企業と，独立後

政調会主l:( lり；！7年設川の市場11¥rliは，独立後，公 あら／こに市場tこ参入した公企業から成立してし、る

企業のヒンドゥスタン鉄鋼会祉の市場参入によっ が， この両者の間には費用構造の恒常的格差が存

ごJIら fi~ 、》 J Lるに l、＇／こ j た。 f>lfrでは、ノ！」成鎖， 在し）ζL、るため，価格・産出量をめくる企業行動

綱塊，銑鉄，外版刷鋼材等の市場の約半分をヒン には箸しU、差呉がみられる。鉄鋼価格は，これら

ドゥスタン鉄鋼会社傘“下の三つの製鉄所が占有し 芸者用構造の違いがあるにもかかわらず，私企業と

い、る状態、仁ある（iiH表参！：（U. 公企業の双方lこ共通に適｝討される価格設定方式を

こうして， di場の型としては寡占塑になったが， とっている。ここでは， 会社聞の費用格差に影響

(ill1格・産／ 111拾をめくゐ自由な競争性はか・！EしてL、 を与える諸要国にrmしながら， リテンション｛出l

t，：.いω悩絡は政府の厳格な統制によって設定され， 格（Retentionl'riじめの算定方式の問題点を検討し

泡山量もしI：二経済計11t1iv）枠内にJjb、て符JI担されて てみよう。

しるのか札状である。その意味で，鉄鋼l!lli格は統 (i) IJテンシミiン楢格算定の方法

制価格の最も典型的な例であろう υ これは，価格安定政策の一手段として採用され

」般に， 'if：占型rlittirという場C，，あらjl(；業に£ ている価格統制の）J法である。

第 8表 tl;i明生産量の会rJJj!JシL f、 (19G5/6h年度）（%）

製 11 
口口

完成錦｜鱗 塊 ！ 銑 鉄｜外販用鏑材
会社名

公共部門
I ヒ＞ I、ウスタン欽；J,i会社
(1）ルー Fレケヲ裂鉄所
(2）ビライ製鉄所
(3) ドゥルガプール製鉄所
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第p表 i火鋼｛曲十各P鼻迂：の1企礎（1960/61～1962/

(J'j!もt’外販用鋼材トン当たりyレ！こfー）

側
村
代
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位
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本

産

抜
償
子
資

壬伊

場

の

定
価
金資
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工
削
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連
総
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、，，
a
h
C

213

“Uド
uu

仙 格 A 
口

(i:t) (a) ii，先制償却l貨は単位トン当たり総~定資溢

領117“／レピ一円 5°oを見日む。

（じ） 収益は総闘定資産額の8%を見込むυ

( il',1究） 1ンγ巾ス ：＇iL鉄鋼会社－4,:J：上にむけるイ〆
ヲピふムー調査に l60 

舜定にあた，J （，まず， 同｜尚びJYタとインド各

鉄鋼会社にっし、て， ケト販用鋼材ト〆当／こリの生産

l己主揺する総固定資産舗を 1176；レピーと資定するQ

この資産コストのもとで， 外販用各種鋼材ーの，（1)

工場原価と，（2)1日j接！貨が推定され心。 IHJ接費山内

1~＼として， 減価償却費が，資産コスト 1176！レピー

の 5%, 迷転資金の利子・本社経費がhi]l %，さ

らに，絵、同定資産収益力2同ぷ%と配定されるι こ

れ（ろの費削の合計52三1レピーが外阪府鋼材の生産

場＇：） I]

現 在
(11 ビヤイ製鉄所
（つ） ドウfレガプール製鉄所
(:1）ルールケラ製鉄所

r
、口

事j：張後
(1）ピフイ製鉄所
(~) ドゥルガプーYレ製鉄所
（！日 Yレールケ弓製鉄所

1,965 
1,239 
1,240 

l入
l'.'.I 4,444 
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J
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円

q
u
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者側格と決められる Ut27＼費用構成は第 9:j誌に示

すとおりである。

この価格査定は政府の関税委1-1会 (TariffCりm-

mi出 ion）が必要にJZじて実施するもので．このよ

うな基準によって算定された価格は，民間会社と

同誌にヒム／ドゥスタン鉄鋼会社仁も適用されるω

(ii) じン F.ゥスタン鉄鋼会社の場合

それでは，ヒンドゥスタン鉄鋼会社の場合， こ

の泌一生産者五Iii格に対応する資産コストと費JIJ構

！ぷはどうたっ←乙いるのであろうかυ

まず資産コストをみると，第10表に示すとおり，

外版用鋼材トン当たり三800ノレピーとな令。 こjl は

傘トの 3製鉄所合平均したfl{（であって，事業所別

じみるとピライ製鉄所（ソビエ卜の援助による） 2637 

ルヒー， 1~ ウノレカ、プーノレ製鉄所（イギリスの援助に

よゐ）25t5(i 1レヒー，ルールケラ製鉄所 (illjドイツの

媛JJJJによる） 3200ルピーと， 1:れぞれ事業所｜日jに格

差かある。

こゅような資産コストのもとでω費出水準iよ，

民間のタタやインド鉄鋼会社と比べあきらかに剖

（注〉 計算方法・（3）二三（2）÷（1)

｛日） ( I J÷（I) 

(illi}i) ヒンドウスタン鉄鋼会H::2ド社従私I＜の資1斗に基つされー：1i,t.

ラ9
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1Iiとなることは当日、である。以悩分析に 4 ) ＂、ての （削 工場原似jvJ内容

宵1斗はあさらかに主凡ないか， L、ま，おおまかな まず，工場原価の節減の余地がきわめて少ない

推定を試みよう o I.場原価に関する推定は‘議会 ことを示してし、る。コスト・エレメントとして火

山公企業委H会の資料に示されている。 これによ 部分を占める原材料総原価の増大が大きな負臼と

ると， 1963/64年度における外販用鋼材トン当たり なっていることは事実であろう。

・({J.!-j5171レピー，事業所別にみると，どライ製鉄所 会社が直接所有している鉄鉱山，たとえはル－

45:2ノレピー， ドウノレカ。プーlレ製鉄所469／レ t＇一，ノレ ノレケラ製鉄所のパルスア（Barsua）鉱山では，鉄鉱

一／レケラ製鉄所6821レピーとなるし 石生産主Jの適正た標準原価を維持するに必要な生

これに間連して，会住の第L~[,ij年次側；り (1965' 産能力は約半分の57%しか実現さjしてb、なヤ。

66ij二度）はっさ、のように述べている（p.17）ゅ ビライ製鉄所のラジャーラ（Rajhara）鉱山では，

｜政府か任命した鉄鋼生産費ぷj査委員会（泌旬、Nぶ 公称能力の92%とt.:ってレるυ

Mahtal》 の報告によると，資本支出の負担 ドウノレガプーノレ製鉄所についてはあきらかでな

ぷ大きU、ため生産費引下げの可能性はかなり薄U、 い。第ii表』こ J ル、てみると、鉄鉱石と石灰石の生

丸、フとし、わ 3るをえふい。そ川大きな型filとして， 産費i土単位当たり， いずれもノレールケラ製鉄所か

工場ー付近の職員住宅問地建設に投下された費用が 訓尚になっていることがわかるω

鉄鋼生産資；こ反映しごし、るかんであるc L jれしな (h) 間接費約構成

がら，会祉の工場渡し価格は先進諸凶の国内販売 当初計画によると，鋼材生産費の臼様を550ルピ

(illi絡と比較してそ；／l. it三不利で（土なL、。 インドの ーに決めヲその内訳として工場原仙1:moルピー， 11¥J

[tel内販売悩絡に問題があるとすれば，工場原価そ 接費250！レピーが前提とされていた山28）。

のものよりも事業税や輸送費の値上げがぽ迫要因 その後，支出計画は， 1957年， 1961年， 1963年

となっていることであノ〉うー し の 3!111にわた円て改訂され， 1965年；iJ:j 31日現有：

この報告には二つの重要な問題点が含まれてい の支出実績は当初計画35億3000万yレピーに対し，

Gことにfr；百、した＇・ '_, 62,(j意2000万ノレビーにのぼる。その間約56.6%の支

第 ll表 鉄鋼原料等生産能力・実績・生産費（1964/65年度） (l単位：年産10万M/T)

l I I M(l、ミ＇＇1たり／M/T、当たりi公~￥／；門生2品i i警芝と｝！！：
車ι』）；I] 一 一一一 ｜ ｜ 一…J一 一「立竺互土i一坐日1ル互士lJQw 

欽 Ii. tレ一 Jレケラ i長~jzたけ5［ノ号

；（ 一一［: ~: :: I _ I /(1 誌｜正I I 11 円， I 7.19 ! 
2. ピライ製鉄所ラジャーラ鉱山 I21.00 I 19.28 I 91.57 I~ （，ロ）手作業部｜

I I I ~ F司 10.00 I 11.69 

μ扉I(1) 1し レケラ：it
灰整 山 I I I （付）機械操作｜

' ; ｜｜部門 10.n I 14. 76 
点I(2＞ピ弓イ製鉄川十ンデイ三鉱山 ら辺 五ιlli 98 川 I；同手作業部 j

I i I I ~門 12.n I 13.位

（出所） ヒレドウスタン鉄鋼会社本社提供の資料に慕づき作成υ

60 

費用問主
（！レピー）

(6)=(5）ー（4)

2.7ら

0.5() 

1.69 

11.5乙

4.04 

0.30 
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II I附加どた η ている。

支出の内訳は、第1ゴ表に示すように，職員住宅

同地を主とする付帯施設の建設費が司総支出の約

18.九%を rl＿；めてレミscc 各製鉄所が、いずれ点、 1i'1¥

-mから遠く離れた未開地に建設されたため、労働

力の石在｛！果左中世f寺のため‘ いわばヴンセソトの仁場

部Tliを主ず建てなければたん t(~、事情がふ》たη
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二うしてみると‘投資稿の彩nn'¥,iirくが‘ j(U友

生産能力を拡大する設備投資の形ではなく、 いh

ゆる社会資本的；＇ fl¥分に向け「〉れたわけである｛》 二

の点l士，しりちに． この会t-l：の｛r1;＇・、収益性をみると

きにーペ内問保条約.J, Lて J号？「＇ 1.1おヲ室内でふん

さて、 11'.:問≪－：＂／；のノ J /7 やイシド鉄,t)~ 会社との比

較で斗ゐ産安び）中に占める間桜貸付hTrhearl（、haγ日（＇，－，

(I)[)'] Af';をみtう《

~’用構成日〕中で無視でき t.: ＼、で L fントにー外

[ti人技術有に支払われる経費がある

かれんば工場設備の運転要員でありー 主た毛イ

ンド人技術者ーの訓練にもあた yてレる 件Tt如、t

初i力インド人化の努力をI売けているがτ かれじ ft

インド人技術者・0）指導・監廿・訓練内ために＋ti、J;;

長期間にJl t-－，て“お/Uf_！.、外！'ii人”と Lご機能す

るであろうれ

い工L 1%ゴノG：咋二円外国人技術7；数合みると、 ！~

＿，レケラ製鉄所 190人、 1~－·ライ製鉄所 75人， F.内

ルカ、－f-11,製鉄所前人とたと3円これらの人件費を

鉄鋼単位当たり費用に換算すると，ルールケヲ九三

,r, 1：・・一、ピライ：1‘'16ルピー， i：内 II,力、7、ール5 l):¥ 

ルビー左なり、ルールケラ製鉄所が異常にj千小、

い1~9\ :1製鉄所の平均工場原1'1lliのがJ;i.5'.Y.，、ルール

ケニ？のて場原filiiの約4.O＇）心を ι！？める η

ルールケラ製鉄！？？がこの上与に多くの外＼11人投

科、d＇；をかかえている理由は，工上島の f正延部門とLD

中ii;情工J号t~を非sit人方式のおiSk,,2'.(1111）の操ffに特殊

t.:技能が必要で、 現1-Eのインド人位術者だけでは

！忍難なためであらとい rわれていと〉の 11二、 ヒライ

ヤド巾ルガワ内ール製鉄mど比〆：， t耳ドイ、ソ技術古

［土比較的il'~ ＇，、水準の給与全汁？てし、；..：， 0 これi士、

本iic［におけふ職種目！Jlt令格差をその Etルー it,,'r 

c;, i こ；直fflLごいるためで、 ペヲ才rをえたい事tNど3

れてL、るの

沼＇.2び）費用工レ Jントどしてが長 l!lliff土ll費があ

＼）チンシ！ン｛1th格算定に点〉た，て，償却不i士

総｜再定資産額（！） 5 %が適正／（；：刊Iii某rfとして採用

されてレるが、 これは必ず L4,校拠のあお数’／，＼－：

(i: L、L、11:-tこし、ぐ｝

過去、従1<11方、にわたって！｝テンシっン11¥li格の改

,nに際し， ケゲ鉄鋼会計一は 5%を 10%に，JIきトけ、

る上う要ょにしてきた。

ヒンド巾スザン鉄鋼会れは， lllfi凡，／iii年度末主で

に累積額で l8{;0＇.三7rn）万ノルヒーを減価償却引当金と

して隙み立ててきた（第12[11［｛］＇報）｛また， 19fi,1;fi5

年度には純資産に対 L三lJ.9%の持通減伝ii償却をfr 

tr. . ＇て十 Qハ

この積な（（；：（乃’i¥l¥(i:, 赤字の棟上英ど運転資金に

流用されてき t~. この／1.を F院の公企業委員会it 
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j白及して司 ノ「後三 er,.f訴の流用を認めなL、方針を打 じて計算した場｛，，別言すれば，ゲ々やインド鉄

::, Jけした（ 議会社E同様の査定をうけるをすれば， 現実の知l

減f1ni償却責のーrm流用に上 d ，て、会計：lt，本来． 格はどうなるかを示しているであろう。

ィr::融機閃かじの｛汁入れによるべきをころの短期連 1）テンション価格は 1960/61～1962/63年度には

転資J"(r-）干1]i主 tf,1.、を主ぬがれて＇・＇たわけであ 522ルピーと査定され，すべての鉄鋼会社はとれを

ljミi'i"1Hrlli格ELて政府かん主主l,v、をそけあわけで

以卜みた壬お IJ司 会社の’貸別構成l士民間の欽鍛 あおい

会？トど比較して、 きわめて高Lぺ資本づスいτ）＇／，片 (iii; 販売frlli格の山 1l1fヒ

でJ,-,L，なノミてI巴L

そ二で、 L、七、以 f:(1〕rヒ.－／ f仁現全山f骨｝百水汚i：を り， i）テンシ二iンf1lli格；と i白焚千，；－購入偶格は日lj娃：て

日H央十0{1fli十存を1‘、〈／ヲカ、♂）｛反定わ 1、ぞに推定して にf仁 Pていたn {rlfi格維持σ＞n的をもつて設定さj1. 

みるてどに L上ι てL、る I）テンシヲン f1lli格i士、全国一律の輪送費土

川、卜lilrfそJti i て現i：門官’mrnnそ；：H）τ！ーィ（，， 一定し＇ll阪の迫力日料余（メur-charges）を加えたものを

I] I ＼｛＇［；叶，i:(U(r外［以Ji!JtヰHトL、＇＇1Yゾj、

IコI 仁n,;11;,{i11i:, 11'Wc1irゎ一、｜’J'.J¥
,:) 11:1 Jま＇ /le'

,i; タト同人t~/.Ii 自主；； lj.; •fJ'.j) 
i1) ；，え仙1ff¥1,11't1/:1'.i,)i!H l ：勺 Jこり 車tド•t;l.:

資ilf官自己、1'11(1lレヒ（ーに対 L"%) 

11i; J型転、資会日l[lj(I運転資金の!(I～i

!+:i'IJY・/l・r1,,J1 く5＇.＇，υ〉

リ，1'0(),:,i司ー

:i 17 1~ I：ー

1・111, I 

I lll 11. 1 ・' ... 

1'.' 1］..卜内ー

川、）総1,',!'ic山内収；，＇，・：／＇tf,1,!・,tI＇苦陀傾向！川，，） 21,0ル！：ー

/1;, HIの｛；－，，I:,, 叫931¥.I：＇・ー

二ゴ）会・n・ヵ；『 現存円安用水草をも εl二古城する

で払 7，うfrltif'rH士， r；、 L.,1) 』式等に上 0J:: ~）9：：ル，.·ーに

日2:,, j, t, 7, ／，，’ この:1';:,tにあた〆にどは＇ ＇・、ィっ

かハ仮定が設け「）れていぶかん、必ずし久‘安、＇ 1

販.fcf111i格と定め，イi':11.1のどの地点で購入しよろ J::'

駅頭i慢しfrill格は一律とされてし、た九その意向a、

ii'i'W青山地理的遠JU:1こよ•）て作ずる輸送費負＋11. (iご

、iι等lごし地方やi主隔地の鉄鋼需要を？，＇ 1j山上 ：／ ,1: 

し、う三どにあ， pたれ

そこで， リテンシ寸ン価格左販売価格の'i:J士，

鉄~＼！＇、I市J基金（ Iron and Steel Equaliwtion Fund）に

ヅールされ、 この基金の運用によって，輸入鉄鍛

1'171 (f) {11¥i格去を補給したり，主た，鉄鋼主要生産す；

の設備松駅・更新（／）際に資令供与を行な／〉ごし、Jん

,,1.1,1〕。

lリルiif.1 J1 I Hかれ、 一部鉄鋼品目の販売filli桁

長々t’fてど λt，す三ど；士できたい＂た三え i士、 i¥&ftlli がれ i刻化され， 19fi7年4月をもぺてィ？で！日，Rの統市lj

fυ、：［］干A をノJ勺と日除5%にjtjlえてふるこ去、 ）ぎわi が角限巨~えされるにいた／》た (ii :ll ¥ 

百余日）利子土総同定資j1f傾に；（，十i一石収A主任 10＇，＇.；，土 、－：.o>HH古：はイン ti（／）鉄鋼統信！！の照史の j：で、両WI

:{LI定十るなど‘ 現実の慣行正力 •it It !dt fてr'tiHをを (r-J t仁出来事として， fンド内外で高く評価された「

たててある η 統制解除のね「汁、は， 生産者のブロゲクト・ミ、ソ

現実円借ti!＋；士、すでに述べた上ろに 29.WY:，土 ケス（product-mi討をできるどけ市場の需給状況に

，，，·~ぐ司 t だ‘利子支./1山、it減免きれ資本つスト仁 敏感に反映させ，本来の市1易機能を向侮させよう

士J十る負す日正は l(• ， で L 、 tn·" L fーが.，て、 ごご ,I:: l,、うこ土であ J 》た。さらに， 統制制度ーというも

では、 !J、：.1t • • 1.1下〉乙 1 シ怖1千千円存-;t.:：民fpに1jl (/) f t, t+ f;(Y.J・心理的に必要tr限rtをとえて主で
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第 13褒流通過程における販売価格差体系の例示（駅頭波最高基準価格 トン当たりルピー）
i -i .... Col. IC 、 「 一一－c司:r立
I Col. I I I 

品 目 （ 生産者販売価格 i 指明白黙想格 ｜ 明暗開格

一一…一一一一…” 一「Hl+K-,1/,（~）－T主連日；；－rm ·K~ ,¥WJ r~均一向、起点，'i?,,11' ::Jn拙／，（2)

！日kclト（一一～5~m) I 911 r 86f, f 同 I I …！ り7S i ~21 

:!. Black Sh帥（厚さ 2-5mm)I 955 I 910 仁川5 I 950 I 仁川 965 

（伶〉 CoL II(l) Col. 1(1）ι50，ぐol.11(2)-Col. 1(2)=40, Col. 111(1）ー（：。I.IT0)=15, Col. lll（均一Col.ll(2)=1S, 

Col. TIJ(l)-Col. 1(1）口6S,Col. ITT(2)-Col. J(2)=55 

存続すべきものではないことを示したものといわ

れるけ132）。

片｛）あれ，販売価格の統制11:解除され，今後は，

Joint Plant Committee (.l円、と匝？？初、1が自主的に

llf~~1己価格を設定することになった、二の JPC には

官民の鉄鋼会社が対等の立場で参加しており，一

種のカノレテル的機能をもっているとレえよう。

販売価格は，第13表にみるように現在三つの流

通段階にわけで価格差が設けられてし、る。 JPCの

{d[i格支（PriceCircular）にしたカι. ＇て価格主そ体系を

,1ル，i：ろ (11'33）。

主要生産者が，鉄鎖統制官 (Ironand Steel Con-

t roller）によって認可された指定問屍（stocki討1）に

販売する価格は，規格r~ちについてはトン当たり so

／レピー，非規格品 40ルピーの販売マージンを，ま

た指定問屋が小売業者ないし直接消費者に販売寸

石際‘規格品，非規特M，どれに l;),1., ！：＂ーの販交マ

ーシンを言忍められる。

ノ｜二向者工場渡し価格三段終需要目ーの購入価格の

聞には，規格品651レヒ。ー，非規格品問ルピーの差

がある。 このような価格差体系は，それぞれの品

円にほぼ共通して適用される。

販売価格の統制解除によって， 生産、と販売のn
1て的調整機関としての JPCの機能は一段と強化さ

れると思われる。 JPC it ＇•·主烹で？？なわれていた

官僚統制の弊害を除去するため，直接帯婆者から

の発注を受け，市場の需給状態に応じて生産計雨

を樹立し生産者に勧告するたど宅 カルテル的機能

を｛！；与え z,二左になった。

(iv) 鉄鋼価格政策の意義

民間と公企業の各鉄鋼会社を合計した鉄鋼最終

製品の市場別シヱアーは，およそ，公共部門が

47%，指定問屋41%、その他最終消費者 1三%

( 191沿／fi;J午）となっている。三れに対し、ヒンド

内スタン鉄鋼会社は出荷量のがJh0%を公共部門の

鉄鋼治資i産業に直接見反売し， 残 I）川大部分も鉄道

千？をはどめとして鉄道省所管の機関｝！｛丁J勃（Chitta-

ranjan Locomotive Works. Int巴耳ralCoach Factory) 

に向けられている。

したがって， この会社の製品の大部分は公共部

門内部の市場に向けられているとし、えよう日34¥

それでは， 公共部門内部におけゐ鉄鋼の販売昔前

格はどう f十，てu、るであろうかハ

先にみた工うに， リチン与守ン価格it民間企業

ど｜瓦i仁木準で設定されているが， 々々やインド鉄

鋼会社と同じ算定基準によってヒンドゥスダン鉄

鋼会社の現実価格を推定すると， 約2倍近く高く

なるn

とこ 7，が、公共部門内部で取引される場合には司

！！ヲンシっン価格なムびに lて場原伝liを下r,,1る価格
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どtr－， ている。

これは，鉄鋼の最終需要者である他の公企業の

支/1＼能力に応じて低価格政策をと J Kていることを

示している。 この上うな意味での公企業間取引に

おける価格設定は，供給者側の費用構造の実態を

反映した結果ではなく，むしろ，需要者である公

企業（鋼消費産業）における高い資本コスト，ある

1,, it fJIい支払能力， したが， ＇て低収益牲を補い，

11'.休（tZJに消費者＝公企業の経済余剰を増大させる

々いうねらいを含意してL、るぺ

その結果，市場効果としては， 1昆・f,-寡占下の私

的独占利潤を抑止し，私企業の新たな市場参入を

阻止することになる。他方，公企業問でそれぞ＇ h

の赤字を相互に補い合うことになるのこのような

状況は，価格設定の張準としてみると理論的iこは

{1lli格差別化の原理（Pri刊川町rimination）を合意し

口、ると考えることカ1でき工う川日二

': ＞ドゥスゲン鉄鋼会社の価格政策は， およそ

以上の上うたねらいのもとに｛氏側格政策を維持し

64 

ているが，その結果，会社の財務状況は， 1963/64年

度支で赤字を計上している。 I6fi4／侃年度ーからよう

やく純利益を計上しはじめたが， fifi年3月末まで

の累積赤字額は約5億9000万ノレピーとなっている

（第14表参照〉ο

(3) 名目的競争型公企業の場合

（対 ヒンドゥスタン工作機械会社（Hinrlu糊 n

¥facliim通 ToolsLtd.) 

ごの会f十ιは， 1953年2月1nスイスの Messn;.

(krlikonsの資本と技術の援助のも去に設立され

た工作機械製造会社である。公企業形態としては

複合企業といえる。 1957年3月 1日をも q てヱリ

コン社の持株は中央政府に貿い取れれ， それ以降

純粋の政府会社に変容した。

f千積工作機械を生産する私企業はキルロスカー

(f心rloぉkar）をはじめいくつかあるが， 市場のほぼ

半分l11ニンドゥスタン工作機械会社が占有しでか

2:，のしかし ！J.がら， との会社の製品の大部分は，

精宿機械を中心として高度化したもので，事実上

(:,) 

純利益
(l()()jjJレヒ。

7 .f>l 

48 .5:l 

一lS0.09 -150.09 



市場では独占的地位にあるといえよう。

価格設定の方式は， l司内市場と国際市場の価格

を目安にしているのすなわち，技術提携先のヱリ

コン社製品を国内に斡入した場合の価格に対し

10～15%割安の価格をこの会社の国内販売価格と

している。

価格の設定は会社の理事会が自主的に行なうも

ので，政府の統制を受けていない。

販売価格は， いままでに何聞か引き下げられて

きたのいま，精密旋盤機械についてこの推移をみ

ると‘ 1957年 G月 lHより単価は九万印刷ルビー

から九万3川Oルピーへ，さムに1958｛「.G月IHか

「） 2万9500ルビーに引き下げれれてきた。

：全製品の工場渡し価格を， ヨー n、ソパの価格水

準ないし同機識の同内輸入価格の 10%以下の水準

・に押えることが，少なくとも 19GO年9月支でl士会

社の目標価格として設定されていたり 1%：~年 4 月

ISA以降， 輸入価格差は全機種につし、てー率15'Y.,

に引き下げられた。

このように，販有価格を輸入価格にリンクさせ

て設定するから， 同際競争力とし、う点からみると

競争価械の性格をもっていることは事実であるの

ちなみに，斡入品には現在26.5%の関税が課せら

れているのしかしながら， 国内では，ほぼ独占的

供給者としての地位にあるため， 会社の価絡政策

は低価格によって市場供給能力を増大させること

よりも， むしろ独占利潤を拡大することにあると

いえる（1136) 0 

いま，販売価格と輸入価格を第15衣で比較して

みる。

精密旋盤機械の価格は， 1963/64午にが'.124.5%引

き上げられた。 ヨーロッパにおける問機績の価格

が上昇したため，国内販売価格をリンクさせて引

き｜；げたのであるn 同内におけ石原料費’や労務費

の値上げもその理由のーっといわれる。生産費に

ついてはっきりした資料は発表されていないが，

技術提携会社のそれと十分比較できる水準にある

といわれているCil.37¥

第15著提 ヒンドゥスタシ工作機械会社の価格

（単位： Jレピー）

｜ 措 同 内 販 売 価 持 ｜ 輸 入

機械の種類 ｜霊化i附 ／6211抑／63119附 41価格

精密旋盤機械 I 97 i 33 ,oool札 000141, 100!4s ,362 

Milling Machine f 91 ! :=!9,5川 39,500144,000¥51,802 

Radial Drill j 91 j札 0001札 000137,700144,314

I川 PriceLathe I 95 I 19,250j 19,2501札 0001札 467 

（〕rin】derMac!】inε

T日r児 tLathe 95 I札川0144，伺0147 '700:56, 11 

C/JI所） R. ¥". (~. Kris！】naMurty，“I》ricingPolicy 

。f!Iindusbn l¥fachine Tools，＇’ Eastern Econο－ 

mi.仏 .luneIR, 1965‘pp. 13日4～l:=!61.

財務状況か九みると，設立以来 1958/59年まで

の5カ年聞は所得脱の納入義務が免除されていた

ので，総使用資本に対する利子支払前純利益率は，

1958/59年度には 5.50%におよんでいる。このよ

うな背長で，価格の引上げが行なわれたことは，価

格政策のねらいが低価格によって消費者の利益を

増大させるということに向けられるというより，

独占供給者としての地歩にたって独占利益を高め

あとレうことを主円標にしていると考えざるをえ

ないの

（ベ ヒンドゥスタン抗生物質製造会社（Hinclus-

tan Antibiotics Ltd.) 

この会社は， 19fi4年6月 1日，国際機関のFAO

と UNICEFの資金・技術両面の援助によって設

立された政府会社である。インド政府とこれら国

際機関の間で取り交わされた協定には， ペニシリ

ンを主とする抗生物質の価格取決めについて， な

んら規定が示されていない。ただ一般原則として，

独立採算性による健全な企業経営を基調とすべき

6雪
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ことをり／ニ Jているにすぎない＇ iL:l料、

L均ゐしなカa r・，、 この独立採算性の方針は， 1%1/

山年には放棄された「会社の設立当初jは，価格は

い1際｛出l怖に Ii＞；＇、了 F没定される工うに義務J 主iJ-,・, 
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1山 ,ti川 1ancl th,- l'nitcrl N:11i川 is l ntcrn:itional 

（、hilrlrcn',Emn日t・m・vFllnd f川口11 ¥nti¥11011《、見

l》L11,1in l11di・, 

l !-l"i:"i'.fーが )Jに操業して七 1、／（.く、 F・1：完，1) Esti-

mates Committl'eカゐ監夜半ti;1「て、あき人カーにし たと

こんによれば、 IJj際的格山軟化傾向と在主仁川内

における輸），{i[li格か値下げされ‘ 二の会計のJVd己
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述べているのは興味深い(tl:40)0 

｜ベニシリンの生産者価格ならびに販売価格を

大幅に引き下げた理由は、 世界的な供給過剰現象

が， インド同内の輸入価格に反映Lて、 輸入業者

が占盃立出なゲンピングを千？なったためである、 j

抗生物質の販売 it，現在，販売代理店2ti: 

( ¥:I白川ば l'arry & Cn. と M山 srs.Kemp ＆ ぐの）に

委託さ At，政府の統制l士行なわれていなし ＇.，した

て、総入，＇，／，どの競争市場が成立しているため、

会仕の生産者価格は， たえず輸入品価格に対応し

Ii.けjl}fti: c，なし、弓

!J:産＇／＇号と！坂； ii:;和Iii名を比較したのが， 出17表であ
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この表に示さJcる販売価格は， 指定代理店0)1ト

J己価格であり，生産者価格ではたし、。

100万単位のぺニシ！！ンの牛ー産費は輸入品のfilli

r!')-（（汲 Fパース） 12.00N. P. と比べきわめてrftiv、

ことがわかるの このような高1,、ft産費の内訳は必

「しもあきムかにされどいなレか， おそらく販，屯

開法費と使用資本額に対する a定比率の利益が計

拝されてL、るであろうか人， このよ某を購入する市

民者は市場価格以上の高い支出を余儀なくされて

L、ることになるn

輸入品の市場価格より高い価格は，企業の立場

からつぎの上弓に説明されている A
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すなわち，（1）会社は創設問もないため，減価償

却費の圧迫が大きいこと，（創設備拡張の財源を政

府の財政投資に依存せ子『 自力で内部資金の蓄積

白川、る必要があることを指摘し、長期的tこは価

情！寸｜下げによって外岡!lt11'n'1,1:' 十分対抗しうるよ

うになる， .!:: 0 

ちなみに，この会社の純利益率をみると， 1964/

閏年には12.8%の高い水準に遺している。公企業

の社会的性格からみて， 消費者のために若干の伽i

格引下げを行なう余地はありそうである。

(; 1:14) 公：ii':業の古lli!;,"'l',i'/jええかι くる理論的基礎

' jlfった文献として， I・ ,;L: 'J ; .＇）刀、参考になる。加藤

・，，：拘i『公企業の経済学人 ll木村山 i'!lliiJ社，！昭和41年，

ヘl むとに (~. S. Bhc1IL,. '・Ee川刊、mi，‘ Themy and 

Public Enterpri町 Pricing，＇’ Indian Reυ／l()ll/i1 

.Journal、＼＇oL XIJ, No. 2 (Oct～l)凹 1%4) pp 

!So～lfi(i 

（件。IS〕 混合寡i'i下におし、て公企業干しり価杓・！収必政

策が私的11(i'i 価栴に対する対抗ブJ効.~〔そも勺 ,1 ＇，（を T理論

,[1；＇：分析した下記（＇）論丈七、 iI ！＼ 子 v，’
¥Vil!iam C. l¥1eni II ctnd ¥lorm;in Schneider, 

.. c;引vernment Firms in Oli日付polr Industrieメ： A 

片lw,tRun Analysis.＇’ υ11,rrl<'rfy .fuurnal of' Eco-

/Ill／川 ＇,-s‘Vol.LXXX, Nn. :1,, J¥11日u,tI %ii), pp. 4似）～

412. 

Ci七lfi) Fifty-Ninth Report (Second Lok Sal】ha)

of Estimates Committee, 195ル59(April 1959), p. :l. 

UU7〕 Thirty-NinthReport of Estimates Com-

mittee, 1956-57 (Dec. 1%1仏 p H 

( 1UR) Sixth Reportりfl'uhlic ,¥ccounts Com・

rnittee, 1957 58 (April l 問料、＼＇ol.I-Report, p. 31. 

( ,t:19) Thirty Ninth I， け 附 け れiFstimatが仁川n-

mitt，』e,1956, p. 47. 

(/t20〕 Sixty-EighthReport (Second Lok Sabha) 

of Estimates Committee, 1959 60 (Dec. 1959), Ap-

pendix I¥', pp. 90～98. 

((1:21) 111：芥『イントの公企業Jltf1 3章第 2i1jjでこ

｝三社の投資決定のプ υ 七 λ1υ｜ あるn

( :+.22〕 このr7 ,1.-・ ;•, ' J；子氏！FullCost Princi-

jli，・＇，といわれる価格， t）＇’ζ、どド7,'.I, < ／タピュー調査

をも叶て実証したホールとヒッ千の考えガは，インド

では多くの独1守公企業で採用されているようである。

R. L. Hall and C. J. Hitch，“Price Theory and 

Economic Behavior，” Oxf，υ， cl Ernnomi,・ Papers, 

1'{19，くわ Lくは，安部一成『JJlfU:ltr'ifそ経済成長』，

t,'fi'f同区新書，昭和39年参照

（汁:en) Eleventh Report (Second LolζSabha), of 

Estimat肘 Committee 1957 S8 (March 19日）， p. 33. 

（注24〕 ／hid目， p.37. 

〔注25〕 Thirteenth Report of Estimates Com-

mittee, 1954 55 (.Tune 1955), p. 16. 

(tl::26) Audit Report of Central Government 

(Commercial), 1964ラ p.55. 

( /127）最近の事情に J 川、てlt, Report on the 

Fair Ex－＼～・ orks Retention Priceヘof Steel for th色

Period 1叶 April1960 to 31st March 1962 (Indian 

’L,riff ( nmmission), 1%2参JI(,{,

販売価精i'l1l1化（1%4年3月〕以前の事情について

洋述した下 lむの資料は郊文資料として唯一のすぐれた

ものである η

鉄鋼海外市場調査委員会『インドの鉄鋼価格政策と

鉄鋼業』，日本鉄鋼連盟，昭和37年 3月， l朋ページ。

C ii 28) Thirty-Third Report of Estimates Com-

mi ttec, Iリ:':i859, (Lok Sabhaお刷、1etariatラ Feb.1959),

p. S7. 

<ii :!'l l Central (;overnment Audit Report(Com-

mcrcial), l'l65, p. 101. 

（注：~o) Seventh Report of Public Accounts 

Committee, 1957 58, Vol. !-Report (Lok Sabha 

Secretariat, April 19佼l),PP目 79～80.

( /1':ll〕 Th"Tim円。fIndia (April 22, 1967). 

( ii旬i・＿！） 統昔話j解除の勧告を ijん J , t K. N. Raj委

H 矢印；＇； ・,t；合参照。

九 l'rcliminary Report on Steel Control (Chair-

m;in . K X Raj) (Ministry of Steel and Heavy 

Ind ustri刷、 19日）．｝事訳， f]本鉄総連11;1調在日j;fインドの

スティーノレ・コントローノレ」（海外調査資料1964-No.

18) (1964｛ド7月10日）， 77ベージ。

( 1t3:1) 鉄鋼省の Iron& Steel Control (Calcutta) 

が発行する PriceCircular No. 1 of 1967 (19ii7年2

JI Hi ii ) lJ. 燃の緬絡表参照。

( ii'.¥4) ヒンドゥスタン鉄鋼会白木干上で（りインタピ

,. に iら。〈わしくは，新i11:, Jレド「イ／ト・ピハー
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直接的には価格管理(ti］の手段をもって，？W2は，

によって一定の幅の中で利潤を認め，間接的には，

公企業の価格差別化政策ないし，低価格政策によ

私的独占手Jj潤の抑止を行なうこそれぞれ，

とがi引tとなるの

このような子A段がとられる結果， よてしかに公{i':

主導入内社会倫理［二の要請は満たされるかもしれ

！正面、公企業の経済的機能，少なしかし，hv、F

くl'.'I,経済成長命のために果たすべき資金調達機能
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